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１ 業務実績（別表１参照） 

（１）整備状況について 

 平成２６年度末の処理区域内面積は２，４８５ha（公共下水道（以下「公共」という。）１，７４

０ha、農業集落排水（以下「農集」という。）３４８ha、コミュニティ・プラント（以下「コミプラ」

という。）３９７ha）で、前年度に比べ増減はない。処理施設数は農集が１９箇所、コミプラ６箇所

である。 

 整備戸数は１５，５５３戸（公共９，７７２戸、農集２，９３８戸、コミプラ２，８４３戸）、整

備人口は４５，３４８人（公共２６，５８４人、農集９，４５５人、コミプラ９，３０９人）となっ

た。 

 なお、平成１５年度にコミプラ、平成１７年度に農集、平成２１年度に公共の建設改良工事がすべ

て完了している。 

 

（２）処理状況について 

 年間総処理水量は４，４４３，７３７㎥（公共２，９８９，５６３㎥、農集７３５，３８９㎥、コ

ミプラ７１８，７８５㎥）で、前年度と比較し４５，６０２㎥（１．０％）減少している。一日平均

処理水量は１２，１７５㎥で、前年度と比較し１２５㎥（１．０％）の減少、年間有収水量は３，９

０７，４２２㎥で、前年度と比較し６６，９８１㎥（１．７％）の減少となっている。有収率は８７．

９％で、前年度と比較し０．６ポイントの減少となっている。 

 

（３）水洗化の状況について 

 平成２６年度末の水洗化人口は３９，３４８人（公共２２，９１９人、農集８，６０５人、コミプ

ラ７，８２４人）、水洗化戸数は１３，４８１戸（公共８，５０９戸、農集２，６１７戸、コミプラ

２，３５５戸）で、整備人口に対する水洗化人口の割合を示す水洗化率は８６．８％となっている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

（１）収益的収入及び支出について 

 事業収益は、予算額２４億７，８６１万３千円に対し、決算額は２４億５，９６４万５千円（うち

仮受消費税額６，５１２万４千円）で、決算比率は９９．２％となっている。主な内訳は、営業収益

９億６，２８６万７千円（うち、仮受消費税額６，５１２万４千円）、営業外収益１４億９，６１３

万５千円である。 

 事業費用は、予算額２６億７１７万２千円に対し、決算額は２４億８，９７８万２千円（うち仮払

消費税額３，３４１万１千円）で、決算比率は９５．５％となっている。主な内訳は、営業費用１９

億９，５７８万７千円（うち、仮払消費税額３，３４１万１千円）、営業外費用４億５，６７７万８
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千円である。また、不用額は１億１，７３９万円となっている。 

 

（２）資本的収入及び支出について 

 資本的収入は、予算額１２億４，６８６万７千円に対し、決算額１０億４，８５５万８千円で、決

算比率は８４．１％となっている。内訳は、企業債４億８，５４０万円、出資金４億６，３５２万７

千円、補助金７，４０６万３千円、負担金２，５５６万８千円である。 

 資本的支出は、予算額２２億２，４８９万１千円に対し、決算額１９億８，１４５万３千円（うち、

仮払消費税額１，５７６万１千円）で、決算比率は８９．１％となっている。内訳は、企業債償還金

１７億６，８６７万５千円、建設改良費２億１，２７７万８千円である。 

 なお、翌年度繰越額は５，３７８万４千円で、不用額は１億８，９６５万４千円となっている。 

 資本的収支決算は、収入額１０億４，８５５万８千円に対し、支出額１９億８，１４５万３千円で、

差引き９億３，２８９万５千円、支出額が収入額を上回っており、この不足額は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額７３４万７千円、過年度分損益勘定留保資金３億２，４３８万９千円

及び当年度分損益勘定留保資金６億１１５万９千円で補てんした。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

（１）収益について 

 事業収益は２３億９，３５２万２千円で、前年度と比較し４億２，４４１万１千円（２１．６％）

の増加となっている。 

 営業収益は、８億９，７７４万３千円で、総収益の３７．５％を占めており、前年度と比較し３，

０５０万１千円（３．３％）減少している。営業収益の主体をなす使用料は、８億６，５９４万８千

円で、前年度と比較すると２，７７２万９千円（３．１％）の減少となっている。 

 営業外収益は、１４億９，５１３万５千円で、前年度と比較し４億８，２７０万３千円（４７．７％）

の増加で、総収益の６２．５％を占めている。営業外収益の主なものは、市一般会計からの他会計補

助金、企業会計制度の改正で今年度より新たに設けられた長期前受金戻入である。 

 

（２）費用について 

 事業費用は２４億３，１９９万８千円で、前年度と比較して５億１，６０４万１千円（２６．９％）

の増加となっている。 

 営業費用は１９億６，２３７万６千円で、前年度と比較して５億７７７万１千円（３４．９％）増

加している。営業費用の主なものは、減価償却費１４億７，２４８万４千円、処理場費３億９，３７

２万３千円である。 

営業費用の主要な増としては、減価償却費が５億１，０９１万７千円（５３．１％）の増加となっ
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ており、主にみなし償却制度の廃止により補助金等で取得した固定資産に係る償却費の増加によるも

のである。 

 営業外費用は４億３，２４０万４千円で、前年度と比較して２，７９５万円（６．１％）の減少で、

主に企業債及び借入金の支払利息である。 

特別損失は、３，７２１万７千円を計上している。これは主に、未収金における貸倒引当金などの

様々な引当金を計上したことによるものである。なお、貸倒引当金を充当して２３８件の下水道料金

等２１０万１千円（消費税込み）を不納欠損処理している。 

 

（３）損益について 

 当年度の損益は、経常損失１９０万２千円、特別利益及び特別損失を加減した当年度純損失３，８

４７万６千円である。当年度純損失は、前年度の純利益５，３１５万４千円と比較すると、９，１６

３万円の減益となっている。（次表参照） 

 

経 営 収 支 推 移 表        （単位：円） 

区分

年度 金　　　額 指数 金　　　額 指数

24 1,915,842,404 100.0 1,904,551,179 100.0 11,291,225

25 1,969,110,701 102.8 1,915,956,763 100.6 53,153,938

26 2,393,521,531 124.9 2,431,997,418 127.7 △ 38,475,887

事業収益 事業費用
純　利　益

 

（注）指数は２４年度を１００とした。 

 

（４）損益分析について 

イ．収益率について 

収益と費用の相対的な関連性をみる総収支比率は９８．４％で、地方公営企業会計制度の改正の

影響等もあり、前年度と比較し４．４ポイント下がっている。これは、１００％以上高いほど良い

とされている。 

経営成績を示す経常収支比率は９９．９％で、前年度と比較し１．４ポイント下がっている。こ

れは、１００％以上高いほど良いとされている。 

営業活動の能率を示す営業収支比率は４５．７％で、地方公営企業会計制度の改正の影響等もあ

り、前年度と比較し１８．１ポイント下がっている。これは、１００％以上高いほど良いとされて

いる。 

なお、上記のいずれの指標も、市一般会計からの他会計補助金（平成２６年度：９億２，９７２

万６千円）を営業外収益として計上した結果であることに留意しなければならない。 
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ロ．汚水処理原価について 

有収水量１㎥当たりの使用料単価と汚水処理原価の推移をみると、１㎥当たりの使用料単価は２２

１．６円、汚水処理原価は６１２．９円で、１㎥当たりの損益をみると３９１円３０銭の損失となっ

た。 

 

４ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

（１）資産について 

 資産総額は４２６億５，２５６万４千円で、前年度に比較し７３億２，１７１万９千円（１４．７％）

の減少となっている。構成は、固定資産４２０億８，２７１万９千円、流動資産５億６，９８４万５

千円となっている。固定資産は総資産の９８．７％を占めている。 

 固定資産４２０億８，２７１万９千円の内訳は、有形固定資産４１２億３，７８１万３千円、無形

固定資産８億４，４９０万６千円である。固定資産の主な構成は、構築物３７３億２，９２１万３千

円、機械及び装置２７億８，０８９万円、施設利用権８億４，２６３万３千円、建物７億３，３１９

万４千円である。 

 流動資産５億６，９８４万５千円の主な内訳は、現金預金３億７，０２７万９千円、未収金１億９，

９３６万６千円である。このうち、現金預金の期末残高３億７，０２７万９千円については、平成２

７年３月分の例月出納検査において現在高を確認した。 

 未収金は、貸倒引当金計上額及び破産更生債権等も含めると２億３，１３１万円となっているが、

そのうち主なものは、営業未収金が下水道使用料、営業外未収金は農集・コミプラの新規加入金、そ

の他未収金は受益者負担金及び国庫補助金である。未収金が多額なのは、下水道使用料の徴収を水道

事業に委託しており、平成２７年１・２月分と２・３月分が未収計上されるためである。 

 

（２）負債について 

 負債総額は３６６億５，９０２万円であり、前年度と比較し３３４億３，１４５万４千円の大幅な

増加となっている。負債の構成は、固定負債１９５億７，０３３万６千円、流動負債１８億８，５５

６万５千円、繰延収益１５２億３１１万８千円となっている。この大幅な増加は、地方公営企業会計

制度の改正により、今年度より全ての企業債や賞与等の引当金を負債に計上し、また、固定資産のみ

なし償却制度の廃止により長期前受金等を繰延収益として新たに計上したためである。 

 固定負債の内訳は、企業債１８５億７，０３３万６千円、他会計借入金１０億円で、建設改良費等

の財源に充てるための企業債のうち流動負債への計上額を除いたものと、水道事業からの長期借入金

である。 

流動負債の主なものは、１年以内に償還を予定している分の企業債１７億１，３３０万９千円、未

払金１億６，８１５万１千円である。未払金の主なものは、営業未払金が動力費など下水処理施設維
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持管理費、営業外未払金が確定消費税、その他未払金が工事請負費等であり、平成２６年度末に支出

決定されて翌年度６月までに支出されている。 

繰延収益は、長期前受金から長期前受金収益化累計額を差し引いたものである。 

 なお、流動資産と流動負債の関係については、地方公営企業会計制度の改正の影響により流動負債

が流動資産を上回り、短期債務に対する支払能力を示す流動比率は３０．２％となっている。 

 

（３）企業債の償還について 

 平成２６年度の企業債は、新たに４億８，５４０万円を借り入れ、１７億６，８６７万５千円を償

還した結果、年度末現在の未償還残高は、１２億８，３２７万５千円減の２０２億８，３６４万６千

円になっている（平準化債を含む）。企業債利息は４億３，０６６万１千円で、企業債利息対料金収

入比率は４９．７％となっており、料金収入の多くを企業債利息の返済にあてていることになる。な

お、同比率の全国平均は３４．８％である。 

 一方、企業債平均借入利率は２．００％となっている。補償金免除繰上償還制度を利用してきた結

果、平均借入利率は小さくなった。当該制度の要件緩和について、今後も国県に対して要望されたい。 

 また、コミプラの企業債の償還期間は、公共、農集よりも短く、各年度の償還費用を軽減するため

に、借換により償還期間の延長に取り組んでいるが、今後も、償還費用を負担する市一般会計の財政

状況等を勘案して、市財政当局との連携を図りながら、綿密な財政計画に基づき、より有利な企業債

の償還に努められたい。 

 

企 業 債 の 推 移           （単位：円） 

年度 前年度末残高 当年度借入金 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高

24 24,101,613,150 757,100,000 2,148,468,169 493,873,992 22,710,244,981

25 22,710,244,981 660,300,000 1,803,624,392 459,325,994 21,566,920,589

26 21,566,920,589 485,400,000 1,768,674,714 430,660,784 20,283,645,875  

（注） 

＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 
企 業 債 利 息 

×１００ 
料 金 収 入 

＊企業債平均借入利率（％）＝ 
企 業 債 利 息 

×１００ 
（当年度償還元金＋当年度末残高）－当年度借入額 

 

（４）資本について 

 資本総額は５９億９，３５４万５千円で、前年度と比較し４０７億５，３１７万３千円（８７．２％）

の大幅な減少である。資本の構成は、資本金３９億８，５０６万６千円、剰余金２０億８４７万８千

円であり、これを前年度と比較すると、資本金は１９３億２，３２５万９千円（８２．９％）減少し、

剰余金は２１４億２，９９１万４千円（９１．４％）減少している。この大幅な減少は、地方公営企
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業会計制度の改正により、借入資本金に計上していた当該企業債を負債に振り替えし、みなし償却制

度の廃止に伴う措置として資本剰余金の多くを処理したためである。 

 また、剰余金の構成は、資本剰余金４７億５，８１４万７千円及び欠損金２７億４，９６６万８千

円である。資本剰余金は主に、補助金１億２，８６９万７千円、その他資本剰余金４６億２，９４４

万９千円である。 

 

５ 剰余金計算書 

（１）資本金について 

 自己資本金は、一般会計出資金の受け入れによる増加４億６，３５２万７千円により、３９億８，

５０６万６千円となっている。 

 借入資本金は、地方公営企業会計制度の改正により表示区分が変更となり、前年度末残高で１９７

億８，６７８万６千円であった当該企業債を全額負債に振り替えたため、当年度末残高は０円となっ

た。 

 

（２）資本剰余金について 

 当年度、地方公営企業会計制度の改正のため、みなし償却の廃止に伴う経過措置として、工事負担

金３５億１，９４４万６千円、国県補助金１７１億６，７４５万６千円、受贈財産評価額７億８，８

３４万３千円を処理し、他会計補助金４６億２，９３１万３千円をその他資本剰余金に移行させたた

め、資本剰余金は４７億５，８１４万７千円となり、前年度と比較して２１４億７，５２４万５千円

と大幅に減少した。 

 

（３）欠損金について 

 前年度未処理欠損金は２７億９，４９９万９千円であり、地方公営企業会計制度の改正のため、み

なし償却の廃止に伴う経過措置としてその他未処分利益剰余金８，３８０万７千円が発生したものの、

当年度純損失が３，８４７万６千円となったため、当年度未処理欠損金は２７億４，９６６万８千円

となった。 

 

６ 財務分析 

（１）構成比率について 

 総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は９８．７％で、前年度と比

較し０．４ポイント高くなった。この比率が大きければ資本が固定化の傾向にあるとされている。 

 経営の安定状況をみる固定負債構成比率は４５．９％で、これは、負債、資本のうち固定負債の占

める割合を示しており、この比率は小さいほど経営安定といえる。企業債残高の減少のため、ここ数
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年、減少傾向を示していたが、今年度は地方公営企業会計制度の改正の影響もあり、前年度と比較し

０．７ポイント高くなった。 

 総資本のうち自己資本の占める割合である自己資本構成比率は４９．７％で、前年度と比較し４．

２ポイント低くなった。この比率は、大きいほど望ましいとされている。 

 

（２）財務比率について 

 固定資産が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は１０３．２％で、

前年度と比較し４．１ポイント高くなった。この比率は、１００％以下が望ましいとされている。 

 固定資産のうち自己資本で調達されている部分の割合を示す固定比率は１９８．５％で、前年度と

比較し１６．４ポイント高くなった。この比率は、１００％以下が望ましいとされている。 

 短期債務に対する支払能力を示す流動比率は３０．２％で、地方公営企業会計制度の改正により、

１年以内に償還を予定している分の企業債が流動負債に計上されたため、前年度と比較し１６４．０

ポイントと大幅に低下した。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとされている。 

 即時支払能力を示す現金比率は１９．６％で、前年度と比較し６８．７ポイント低くなった。この

比率は、一般に２０％以上が望ましいとされている。 

 

（３）一般会計補助金等について 

 下水道事業会計の一般会計補助金等は、地方公営企業法第１７条の２の経費の負担の原則に基づき、

下水道事業を経営する上で、市の一般会計で義務的に負担する必要のあるものである。しかし、経費

の負担元の市一般会計の運営も非常に厳しいことから、補助金等の額は下表のとおりとなっている。 

 

一般会計補助金等の推移            （単位：円） 

一般会計負担金 一般会計補助金 一般会計出資金（補助金） 雨水処理負担金

24 24,166,000 1,020,868,000 490,971,000 2,557,000 1,538,562,000

25 33,849,000 960,414,000 484,250,000 2,628,000 1,481,141,000

26 27,971,000 929,726,000 463,527,000 0 1,421,224,000

年度
収益的収支

合計
資本的収支

 

 

（４）損益勘定留保資金及び補てん財源について 

 減価償却費、資産減耗費は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対応させて、期間利益を

適正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は現金支出を伴わないもので

あるために、その償却費の計上分だけ償却資産に投下された貨幣資本が企業内に留保され、その結果、

投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この内部留保資金をもって新たな資産を購



 - 22 - 

入するといった自己金融の役割を担っている。 

 平成２６年度は、損益勘定留保資金９億７８万円と昨年度からの繰越補てん資金３億２，４３８万

９千円から、資本的収支不足額９億３，２８９万５千円への補てんをし、翌年度繰越補てん資金は２

億９，９６２万１千円となった。平成２６年度も昨年度に引き続き資本的収支不足額が大きく、企業

会計制度改正の影響や収益的収支欠損金が発生したこともあり、翌年度繰越補てん資金は減少した。 

 

下水道事業補てん財源内訳書            （単位：円） 

減価償却費 資産減耗費
長期前受金戻

入
当年度欠損金 計

消費税資本的

収支調整額

過年度分損益

勘定留保資金

当年度分損益

勘定留保資金

翌年度繰越補

てん資金

24 961,925,833 0 0 961,925,833 954,521,716 0 298,205,030 656,316,686 305,609,147

25 961,566,707 23,650,736 0 985,217,443 966,437,386 0 305,609,147 660,828,239 324,389,204

26 1,472,484,112 0 △ 533,228,480 △ 38,475,887 900,779,745 932,895,230 7,347,079 324,389,204 601,158,947 299,620,798

年

度

損　益　勘　定　留　保　資　金
資本的収支不

足額

補　て　ん　財　源

 
 

７ まとめ 

（１）下水道事業の概要 

 下水道事業会計は、職員各自の企業意識をより一層高めると共に、管理執行体制を含めた経営の効

率化と経費の節減を図ることを目的に、平成１３年度に従来の公共下水道事業、農業集落排水事業、

コミュニティ・プラント整備事業の各特別会計を統廃合して、地方公営企業法の財務規定等の適用を

受ける公営企業会計として設置されたものである。 

 下水道の整備は、地域の健全な発展、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全を図るためにも重要

であり、事業が進められてきた結果、本市における下水道（公共、農集、コミプラ）の普及率は平成

２６年度末現在９９．２％で、水洗化率は８６．８％となっている。 

 当年度の経営成績は、事業収益２３億９，３５２万２千円、事業費用２４億３，１９９万８千円で、

３，８４７万６千円の純損失を計上している。また、資本的収支については、収入１０億４，８５５

万８千円、支出１９億８，１４５万３千円で、不足額９億３，２８９万５千円は、過年度分損益勘定

留保資金、当年度分損益勘定留保資金等で補てんした。 

 当年度は、収益的収支は赤字となっており、これは、今年度より適用された地方公営企業会計制度

の改正により引当金を計上したこと等によるものである。 

 平成２１年度に下水道整備事業が完了したものの多額の費用を要し、企業債未償還残高は平成２６

年度末で、２０２億８，３６４万６千円となっている。企業債元金の償還額は平成２７年度～３６年

度まで平均１３億５，０１０万円であり、当該平均償還額は少しずつ改善してきてはいるものの、依

然として厳しい財政状況である。 

 今後も水洗化の促進による収入の確保や借換債の拡充、処理場の統廃合、公共下水道区域の拡大等

生活排水処理計画の見直しなど、より効率化、合理化、施設の適正な管理に努められるよう望むもの
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である。 

 

（２）水洗化の促進について 

 水洗化率は年々上昇しており、平成２６年度において８６．８％となった。これは、これは下水道

の供用が開始され水洗化が可能にもかかわらず、宅地内の排水設備工事を行っていない未水洗化家庭

の個別訪問を実施する等、水洗化促進に努めた結果である。 

 今後も引き続き、生活環境の向上と自然環境を守るという下水道整備の本来の目的を実現するとと

もに、効果的な投資となるように、処理区域内の水洗化率向上に努められたい。 

 

（３）地方公営企業会計基準の見直しについて 

 地方公営企業会計制度は、企業会計制度との整合性を図る観点等から、全面的な会計基準の見直し

が行われ、平成２６年度予算・決算から新会計基準が適用されている。 

以前から新会計基準に基づく会計処理に必要な情報の収集、新会計基準移行に伴う影響額の検証、

システムの改修、会計規程の改正等、会計基準の見直しに対する準備を進めた結果、予算の適正な管

理執行に基づく決算となっている。 

今後も地方公営企業会計制度の改革の趣旨を踏まえて、わかりやすい経営実態・財務情報の開示に

努められたい。 

 

（４）使用料、受益者負担金の未収について 

 各会計年度決算の過年度未収金の推移は下記のとおりである。平成１８年度徴収事務を民間委託し、

未収金徴収業務の強化が図られた。当年度は前年度に比べ過年度未収金が減少したが、今後も未収金

の回収に一層の努力を払われたい。 

 

過年度分の未収金の推移           （単位：円） 

年度 
公 共 下 水 道 農  集 コミプラ 

合 計 
使 用 料 受益者負担金 使 用 料 使 用 料 

24 12,159,050 23,707,068 2,688,890 2,231,870 40,786,878 

25 11,116,760 22,817,178 2,492,090 2,023,460 38,449,488 

26 10,321,100 20,724,248 2,452,550 1,656,010 35,153,908 

 


